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税務訴訟資料 第２６２号－２３８（順号１２０８８） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 法人税更正処分取消等請求事件 

国側当事者・国（日本橋税務署長事務承継者芝税務署長） 

平成２４年１１月２日棄却・控訴 

判 決

原告 Ａ銀行株式会社 

代表者代表取締役 甲 

訴訟代理人弁護士 小杉 晃 

同 弘中 聡浩 

同 宮塚 久 

同 伊藤 剛志 

同 鈴木 卓 

同 木野 博徳 

同 中村 真由子 

同復代理人弁護士 八木 浩史 

被告 国 

代表者法務大臣 滝 実 

処分行政庁 日本橋税務署長事務承継者芝税務署長 

指定代理人 日向 輝彦 

同 芽野 純也 

同 福井 聖二 

同 糸賀 定雄 

同 田中 力 

同 酒井 武 

主 文

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 処分行政庁が平成１９年７月３１日付けで原告に対してした原告の平成１５年４月１日から

平成１６年３月３１日までの事業年度（以下「平成１６年３月期」という。）の法人税に係る更

正処分のうち所得金額４０億１９６０万２４９７円及び差引所得に対する法人税額９億８２３

６万４７００円を超える部分並びに過少申告加算税賦課決定のうち過少申告加算税１０８万７

０００円を超える部分を取り消す。 

２ 処分行政庁が平成１９年７月３１日付けで原告に対してした原告の平成１６年４月１日から

平成１７年３月３１日までの事業年度（以下「平成１７年３月期」という。）の法人税に係る更
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正処分のうち所得金額８０億０１７３万１８４３円及び差引所得に対する法人税額２３億８０

５５万３４００円を超える部分並びに過少申告加算税賦課決定のうち過少申告加算税額１９万

８０００円を超える部分を取り消す。 

３ 処分行政庁が平成１９年７月３１日付けで原告に対してした原告の平成１７年４月１日から

平成１８年３月３１日までの事業年度（以下「平成１８年３月期」という。）の法人税に係る更

正処分のうち所得金額９１億５２３３万円及び差引所得に対する法人税額２６億９６５４万８

４００円を超える部分並びに過少申告加算税賦課決定の全部を取り消す。 

４ 処分行政庁が平成１９年７月３１日付けで原告に対してした原告の平成１６年４月１日から

平成１７年３月３１日までの課税期間（以下「平成１７年３月課税期間」という。）の消費税及

び地方消費税に係る更正処分のうち消費税の差引税額７６６２万円、地方消費税の譲渡割額納税

額１９１５万５０００円を超える部分並びに過少申告加算税賦課決定の全部を取り消す。 

５ 処分行政庁が平成１９年７月３１日付けで原告に対してした原告の平成１７年４月１日から

平成１８年３月３１日までの課税期間（以下「平成１８年３月課税期間」という。）の消費税及

び地方消費税に係る更正処分のうち消費税の差引税額８９７５万０３００円、地方消費税の譲渡

割額納税額２２４３万７５００円を超える部分並びに過少申告加算税賦課決定の全部を取り消

す。 

第２ 事案の概要等 

 本件は、銀行業務や信託業務等を目的とする株式会社である原告が、その保有する住宅ローン債

権の流動化取引、すなわち自らの保有する住宅ローン債権を信託契約を利用して新たな金融商品を

創設して、それを投資家等に売却する取引により、信託受益権として、優先的に償還される優先受

益権と優先受益権の元本が全額償還された後に元本が償還される劣後受益権の２種類の信託受益

権を創設し、優先受益権を他者を経由して投資家に売却すると共に、劣後受益権を原告が保有する

という仕組みの取引を行った原告が、その劣後受益権による収益配当金の一部について、平成１６

年３月期、平成１７年３月期及び平成１８年３月期（以下「本件各事業年度」という。）に係る法

人税の益金並びに平成１７年３月課税期間及び平成１８年３月課税期間（以下「本件各課税期間」

という。）の消費税の資産の譲渡等の対価の額に含めずに確定申告をしたところ、日本橋税務署長

が、上記劣後受益権の収益配当金は、すべて法人税に係る益金及び消費税に係る資産の譲渡等の対

価の額に含まれるとして、本件各事業年度の各法人税更正処分及び本件各課税期間の各消費税更正

処分（以下「本件各更正処分」という。）並びにこれらに伴う過少申告加算税の賦課決定処分（以

下「本件各賦課決定処分」といい、本件各更正処分と併せて「本件各更正処分等」という。）をし

たため、それらの取消しを求めた事案である。 

１ 関連法令等の定め 

(1) 法人税法（平成１９年法律第６号による改正前のもの。以下同じ。） 

 法人税法２２条１項は、内国法人の各事業年度の所得の金額は、当該事業年度の益金の額か

ら当該事業年度の損金の額を控除した金額とすること、同条２項は、内国法人の各事業年度の

所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除

き、資産の販売、有償又は無償による資産の譲渡又は役務の提供、無償による資産の譲受けそ

の他の取引で資本等取引以外のものに係る当該事業年度の収益の額とすること、同条４項は、

同条２項に規定する当該事業年度の収益の額は、「一般に公正妥当と認められる会計処理の基

準」に従って計算すべきことをそれぞれ規定している。 
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(2) 金融商品会計に関する実務指針（日本公認会計士協会・会計制度委員会報告第１４号。以

下「金融商品会計実務指針」という。） 

ア 金融商品会計実務指針３７項は、「金融資産の消滅時に譲渡人に何らかの権利・義務が存

在する場合の譲渡損益は、次のように計算した譲渡金額から譲渡原価を差し引いたものであ

る。譲渡金額は、譲渡に伴う入金額に新たに発生した資産の時価を加え、新たに発生した負

債の時価を控除したものである。譲渡原価は、金融資産の消滅直前の帳簿価額を譲渡した金

融資産の譲渡部分の時価と残存部分の時価で按分した結果、譲渡部分に配分されたものであ

る。」と定めている。 

イ 金融商品会計実務指針１００項(2)は、「信託受益権が優先劣後等のように質的に分割さ

れており、信託受益権の保有者が複数である場合には、信託を一種の事業体とみなして、当

該受益権を信託に対する金銭債権（貸付金等）の取得又は信託からの有価証券（債券、株式

等）の購入とみなして取り扱う。ただし、企業が信託財産構成物である金融資産の委託者で

ある場合で、かつ、信託財産構成物が委託者たる譲渡人にとって金融資産の消滅の認識要件

を満たす場合には、譲渡人の保有する信託受益権は新たな金融資産ではなく、譲渡金融資産

の残存部分として評価する。」と定めている。 

ウ 金融商品会計実務指針１０５項は、「債権の支払日までの金利を反映して債権金額と異な

る価額で債権を取得した場合には、取得時に取得価額で貸借対照表に計上し、取得価額と債

権金額との差額（以下「取得差額」という。）について償却原価法に基づき処理を行う。こ

の場合、将来キャッシュ・フローの現在価値が取得価額に一致するような割引率（実効利子

率）に基づいて、債務者からの入金額を元本の回収と受取利息とに区分する。」と定めてい

る。 

エ 金融商品会計実務指針２９１項は、「企業が自ら保有する金融資産を信託するとともに、

信託受益権を優先と劣後に分割し、その劣後受益権を自らが保有して優先受益権を第三者に

譲渡する場合、優先受益権を売却処理するためには、優先受益権が消滅の認識要件を満たし

て譲渡される必要がある。また、その際に自らが保有する劣後受益権は、新たな金融資産の

購入としてではなく、信託した金融資産の残存部分として評価する必要がある。」と定めて

いる。 

２ 争いのない事実等（当事者間に争いがないか、各項掲記の証拠及び弁論の全趣旨により容易に

認められる事実） 

(1) 原告は、概要以下のアないしカ記載のとおりの内容の債権の流動化取引、すなわち、自ら

の保有する債権を信託を利用して別の金融商品を創設して投資家に売却することにより資金

調達を行う取引（以下「本件流動化取引１」という。）を行った。 

ア 原告は、平成１５年２月３日、Ｂ銀行株式会社（以下「Ｂ銀行」という。）との間で、原

告を委託者、Ｂ銀行を受託者として、原告がいわゆる住宅ローン契約を締結した債務者らに

対して有する住宅ローン債権の一部を包括して信託譲渡する旨の契約を締結し、原告が保有

する住宅ローン債権のうち元本総額２０４億７４３１万６９０７円相当分の住宅ローン債

権（以下「本件債権１」という。）をＢ銀行に対し信託譲渡した。 

イ 原告は、上記本件債権１の信託譲渡と引き換えに、Ｂ銀行から元本金額１７５億円の優先

受益権（優先的に元本が償還される受益権。以下「本件優先受益権１」という。）及び元本

金額２９億７４３１万６９０７円の劣後受益権（優先受益権の元本が全額償還された後に元
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本が償還される受益権。以下「本件劣後受益権１」という。）を受領した。 

ウ 原告は、平成１５年２月５日、Ｂ銀行との間で、１億８２５０万９２９９円の金銭を追加

信託し、これを本件劣後受益権１の元本に上乗せする旨合意し、本件劣後受益権１の元本金

額は３１億５６８２万６２０６円に増額された。 

エ 原告は、平成１５年２月１４日、Ｃ株式会社（以下「Ｃ」という。）に対し、本件優先受

益権１を代金１７５億円で売却し、これにより、原告は本件劣後受益権１のみを保有するこ

とになった。 

オ 上記ア及びイの信託契約においては、本件債権１の元本総額を信託の元本とし、本件債権

１の利息その他の信託財産から生ずる収益を信託の収益とすること、本件優先受益権１及び

本件劣後受益権１に関する信託の元本の償還は、信託受託者により受領されたすべての元本

回収金の額から行われ、本件優先受益権１に対する元本の償還は、本件劣後受益権１に対す

る元本の償還に優先して行われること、本件優先受益権１及び本件劣後受益権１に対する収

益の配当は、信託受託者により受領されたすべての利息回収金の額から行われ、本件劣後受

益権１に対する収益の配当は、本件債権１の利息その他の信託財産から生ずる信託の収益か

ら、公租公課、信託報酬等の期中運用コストを差し引いた上、本件優先受益権１に対する収

益の配当が支払われた後に残余の収益がある場合に行われること、本件劣後受益権１に対す

る元本の償還は、本件優先受益権１の未払元本残高が零になった後に行われることが定めら

れている。本件各事業年度においては、本件優先受益権１の未払元本残高が零になっていな

かったことから、本件劣後受益権１に対する元本の償還は行われなかった（甲６、乙７の１

ないし３６）。 

カ 原告は、平成１５年３月期において、Ｃに対する本件優先受益権１の売却により、本件優

先受益権１は原告の貸借対照表に計上されなくなるが、本件劣後受益権１は原告の貸借対照

表に計上され続けることから、金融商品会計実務指針３７項の規定する「金融資産の消滅時

に譲渡人に何らかの権利・義務が存在する場合」に該当するとして、同項の定めに従い、本

件優先受益権１の元本金額１７５億円から同項の規定する譲渡原価（本件債権１の消滅直前

の帳簿価額を消滅した金融資産である本件優先受益権１の時価と信託した本件債権１から

本件優先受益権１を差し引いた残存部分である本件劣後受益権１の時価で按分した結果、本

件優先受益権１に配分されたもの。本件では、金融資産である本件債権１の消滅直前の帳簿

価額２０４億７４３１万６９０７円に本件優先受益権１の時価１７４億９９９８万０２６

５円を乗じ、本件債権１の時価２２７億２３１２万１４７９円で除した額である１５７億６

８０８万６３５９円となる。）を差し引いた額である１７億３１９１万３６４１円を本件優

先受益権１の売却益として計上した。そして、原告は、本件劣後受益権１の帳簿価額を、本

件債権１の帳簿価額から本件優先受益権１の譲渡原価を差し引き、上記ウの追加信託の額を

加えた４８億８８７３万９８４７円とする会計処理を行った。 

(2) 次に、原告は、概要以下のアないしキ記載のとおりの内容の債権の流動化取引（以下「本

件流動化取引２」という。）を行った。 

ア 原告は、平成１６年７月３０日、有限責任中間法人Ｄ（以下「Ｄ」という。）に対し、原

告が保有する住宅ローン債権のうち元本総額２３７億２２７４万０５４３円相当分の住宅

ローン債権（以下「本件債権２」といい、本件債権１と併せて「本件各債権」という。）を

代金２５５億７７３２万８９５６円で売却した。 
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イ Ｄは、同日、原告との間で、Ｄを委託者、原告を受託者として、原告が住宅ローン契約を

締結した債務者らに対して有する住宅ローン債権の一部を包括して信託譲渡する旨の契約

を締結し、本件債権２を信託譲渡した。 

ウ Ｄは、上記本件債権２の信託譲渡と引き換えに、原告から、元本金額２００億円の優先受

益権（以下「本件優先受益権２」といい、本件優先受益権１と併せて「本件各優先受益権」

という。）、元本金額１０億円のメザニン受益権と呼ばれる優先受益権と劣後受益権の中間に

位置する受益権（以下「本件メザニン受益権」という。）及び元本金額２７億２２７４万０

５４３円の劣後受益権（以下「本件劣後受益権２」といい、本件劣後受益権１と併せて「本

件各劣後受益権」という。）を受領した。 

エ Ｄは、同日、原告に対し、２億６２３８万９９２５円の金銭を追加信託し、これを元本に

上乗せする旨合意し、本件劣後受益権２の元本金額は２９億８５１３万０４６８円に増額さ

れた。 

オ 原告は、同日、Ｄから本件メザニン受益権及び本件劣後受益権２を、それぞれ代金１０億

円、４８億３９７１万８８８１円で購入した。 

カ 上記イ及びウの信託契約においては、本件債権２全体の帳簿価額相当額及び受託者に対し

追加信託された金銭相当額を信託の元本とし、利息その他の信託財産から生ずる収益を信託

の収益とすること、本件優先受益権２、本件メザニン受益権及び本件劣後受益権２に関する

元本の償還は、信託受託者により受領されたすべての元本回収金の額から行われ、本件優先

受益権２に関する元本の償還は、本件メザニン受益権及び本件劣後受益権２に関する元本の

償還に優先して行われること、本件優先受益権２、本件メザニン受益権及び本件劣後受益権

２に関する収益の配当は、信託受託者により受領されたすべての利息回収金の額から行われ、

本件劣後受益権２に対する収益の配当は、信託の収益から、公租公課の額、信託報酬等の期

中運用コストのほか、本件優先受益権２及び本件メザニン受益権に対する収益の配当が支払

われた後、残余の収益がある場合に行われること、本件メザニン受益権に関する元本の償還

は、すべての本件優先受益権２の未払元本残高が零になった後に行われること、本件劣後受

益権２に関する元本の償還は、すべての本件メザニン受益権の未払元本残高が零になった後

に行われることが定められている。本件各事業年度においては、本件優先受益権２及び本件

メザニン受益権の未払元本残高が零になっていなかったことから、本件劣後受益権２に関す

る元本の償還は行われなかった（甲１０、乙８の１ないし１８）。 

キ 原告は、平成１７年３月期において、本件優先受益権２は原告の保有する財産ではなく貸

借対照表に計上されないが、本件劣後受益権２は原告の保有する財産であり貸借対照表に計

上され続けることから、金融商品会計実務指針３７項の規定する「金融資産の消滅時に譲渡

人に何らかの権利・義務が存在する場合」に該当するとして、本件優先受益権２の元本金額

２００億円から金融商品会計実務指針３７項の規定する本件優先受益権の譲渡原価１８５

億４９８１万８５４０円（本件債権２の帳簿価額を消滅した金融資産である本件優先受益権

２の時価と信託した金融資産の残存部分である本件劣後受益権２の時価で按分した結果、本

件優先受益権２に配分されたもの。本件では、本件債権２の帳簿価額２３７億２２７４万０

５４３円に本件優先受益権２の時価２００億円を乗じ、本件債権２の時価２５５億７７３２

万８９５６円で除した額となる。）を差し引いた額である１４億５０１８万１４６０円を本

件優先受益権２の売却益として計上した。そして、原告は、本件劣後受益権２の帳簿価額を、
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本件債権２の帳簿価額に追加信託の金額２億６２３８万９９２５円を加え、本件優先受益権

２の譲渡原価１８５億４９８１万８５４０円及び本件メザニン受益権の帳簿価額１０億円

を差し引いた４４億３５３１万１９２８円とする会計処理を行った。 

(4) 原告は、本件各劣後受益権に係る収益配当金について、本件各事業年度において、Ｂ銀行

から、本件劣後受益権１に係る収益配当金（別表４①欄）を受領し、また、自己の信託勘定（信

託銀行が顧客から受託している財産を処理する経理上の勘定）から、本件劣後受益権２に係る

収益配当金（別表４②欄）を自己の固有勘定に振り替える経理処理を行うことにより、本件劣

後受益権２に係る収益配当金（別表４②欄）を受領した（乙９の１ないし３６、１０の１ない

し１８）。 

(5) 原告は、本件各事業年度において、本件各劣後受益権の収益配当金の会計処理につき、金

融商品会計実務指針１０５項の適用があるものとして、同項の「受取利息」に相当する「買入

金銭債権利息額」（別表４③及び④欄）及び同項の「元本の回収」に相当する「買入金銭債権

償還額」（別表４⑤及び⑥欄）に区分し、買入金銭債権利息額のみを収益に計上する一方で、

買入金銭債権償還額については収益に計上せず、同額を本件各劣後受益権の帳簿価額から減額

する処理を行った（乙１１の１ないし３）。 

(6) そして、原告は、買入金銭債権利息額のみを益金の額に算入し、買入金銭債権償還額につ

いては益金の額に算入しないで、本件各事業年度の法人税の確定申告をした。また、原告は、

買入金銭債権償還額を消費税の資産の譲渡等の対価の額に含めずに課税売上割合を計算し、本

件各課税期間の消費税等の確定申告をした。 

(7) 原告に対する本件各更正処分等の経緯 

 日本橋税務署長が原告に対してした本件各更正処分等の経緯は、別表１、２記載のとおりで

ある。 

(8) 被告が主張する税額算出過程 

 被告が本件訴訟において主張する原告の本件各事業年度の所得金額、納付すべき税額及び過

少申告加算税の額等は、別紙１「本件各更正処分の根拠」及び別紙２「本件各賦課決定処分の

根拠」記載のとおりであり、本件の争点に関する部分を除き、計算の基礎となる金額及び計算

方法に争いはない。 

３ 争点 

(1) 原告が本件各劣後受益権の収益配当金の会計処理につき、金融商品会計実務指針１０５項

の適用があるものとして、同項の「受取利息」に相当する「買入金銭債権利息額」と同項の「元

本の回収」に相当する「買入金銭債権償還額」とに区分し、前者のみを収益に計上する処理を

行ったことは適法な会計処理か。 

(2) 平等原則違反の有無 

(3) 租税法律主義違反の有無 

４ 争点に関する当事者の主張 

(1) 原告が本件各劣後受益権の収益配当金の会計処理につき、金融商品会計実務指針１０５項

の適用があるものとして、同項の「受取利息」に相当する「買入金銭債権利息額」と同項の「元

本の回収」に相当する「買入金銭債権償還額」とに区分し、前者のみを収益に計上する処理を

行ったことは適法な会計処理か。 

（原告の主張） 
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ア 金融商品会計実務指針１０５項は、「債権の支払日までの金利を反映して債権金額と異な

る価額で債権を取得した場合には、取得時に取得価額で貸借対照表に計上し、取得価額と債

権金額との差額（以下「取得差額」という。）について償却原価法に基づき処理を行う。こ

の場合、将来キャッシュ・フローの現在価値が取得価額に一致するような割引率（実効利子

率）に基づいて、債務者からの入金額を元本の回収と受取利息に区分する。」と規定すると

ころ、その趣旨は、債権が元の所有者から新たな所有者に移転する時に、その債権から将来

得られる金利収入を反映して取得価額と債権金額の差額（取得差額）が生じた場合に、取得

差額について償却原価法に基づき処理を行うことで、経済活動の実態に照らして実質的に収

益と評価できる範囲の利息のみを当該債権からの受取利息として収益に計上させることに

あるから、同項にいう取得は、債権の売買等の典型的な場合に限られず、何らかの債権の移

転が生じたことに伴い、当該債権の金利を反映して債権金額とは異なる取得価額が貸借対照

表に計上された場合も、同項にいう取得に該当すると解すべきである。 

 本件においては、第三者に譲渡された本件各優先受益権の金利が市場水準の金利と同様と

されたことにより市場水準を上回っていた分の金利が本件各劣後受益権の帳簿価額に反映

された結果、本件各劣後受益権の帳簿価額と債権金額との間に差額が生じたのであるから、

原告が本件各劣後受益権を保有するに至ったことは、金融商品会計実務指針１０５項にいう

取得に該当する。 

イ 優先受益権が第三者に譲渡された場合、企業が自らが保有する劣後受益権につき、信託し

た金融資産の残存部分であると評価することを規定した金融商品会計実務指針１００項(2)

及び２９１項は、信託設定時点の劣後受益権の評価方法を定めたものに過ぎず、債権を取得

した日の属する事業年度以降の配当の取扱いに関する会計処理を定めた金融商品会計実務

指針１０５項の解釈とは無関係である。 

（被告の主張） 

ア 本件各劣後受益権は、金融商品会計実務指針２９１項により、新たな金融資産の購入とし

てではなく、信託した金融資産である本件各債権の残存部分と評価されるから、同指針１０

５項の取得に該当しない。原告の主張するように、金融会計実務指針２９１項が同指針の「Ⅱ

 結論の背景」に属し、同指針１００項(2)の背景事情の説明をした項であるとしても、同

項が金融商品会計実務指針の一部を構成することに変わりはなく、また、同項が同指針１０

０項(2)のみに対応する関係にあると解すべき理由はないから、金融商品会計実務指針２９

１項が適用される場合には同指針１０５項は適用されない。 

イ 金融商品会計実務指針１０５項の趣旨は、債権の取得価額に債権の支払日までの金利が反

映されることにより、債権の取得価額と債権金額との間に差額が生じる場合、その差額をそ

の支払日までの期間にわたって期間配分するものとして実効利子率を定め、それにより算定

した額をその債権の受取利息とすることが合理的と考えられるため、当該算定額が現実に収

受した利息の額よりも少ない場合にはその差額を債権の帳簿価額から減算し、逆の場合には、

債権の帳簿価額に加算することにより、実効利子率による利息の計算を会計処理に反映させ

るべく償却原価法に基づく処理を行うこととしたものと解される。 

 本件各劣後受益権の取得価額が債権金額を上回っている理由は、金融商品会計実務指針３

７項による本件各優先受益権の譲渡原価額の算定においては、譲渡価額に本件各債権の時価

に占める本件各優先受益権の時価の割合を乗じる計算がなされているのに対し、本件各劣後
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受益権の帳簿価額の算定においては、本件各債権全体の帳簿価額から本件各優先受益権の譲

渡原価額を差し引くという計算をせざるを得なかったためである。このように、本件各劣後

受益権の帳簿価額が債権金額を上回っているのは、帳簿処理の技術的な理由に基づくもので、

本件各劣後受益権の支払日までの金利を反映して定められた金額でないことはもちろん、そ

れらの客観的な価値を反映した金額でもないから、本件に金融商品会計実務指針１０５項は

適用されない。 

ウ 実務指針の上位規範である平成１４年改正前商法２８５条の４等の規定が、金銭債権の評

価は債権金額により評価することを原則とし、償却原価法を適用し増額又は減額をすること

ができるのは、当該債権を「買入レタルトキ」に限定していることからすれば、金融商品会

計実務指針１０５項の取得とは他の者からの取得を意味すると解すべきである。 

(2) 平等原則違反の有無 

（原告の主張） 

原告の行った会計処理は、原告以外の者も広く行っており、こうした会計処理に基づく確定

申告を行っているはずであるが、原告が知る限りでは原告以外に更正処分を受けた者はいない。

本件各更正処分等は独り原告にのみ甚大な影響を及ぼすものであり、憲法１４条の平等原則に

違反する。 

（被告の主張） 

原告の主張する事実の存否はいずれも明らかでなく、本件各更正処分等が独り原告にのみ甚

大な影響を及ぼすものであるとは認められない。原告の主張は前提を欠く失当なものである。 

(3) 租税法律主義違反の有無 

（原告の主張） 

 憲法８４条の定める租税法律主義は、一義的で明確な法律の規定によってされることを要求

しているところ、本件各更正処分は、納税者である原告にとって全く予測不可能な理由に基づ

き、明確な法令上の根拠に基づかずになされたものであるから、憲法８４条の租税法律主義に

違反する。 

（被告の主張） 

 被告の行った本件各更正処分は、金融商品会計実務指針１０５項の適用がないことを前提と

して、法人税法２２条２項に基づき、本件各劣後受益権からの収益配当の全額が有償による役

務の提供に係る収益に当たるとして益金の額に算入し、その収益配当の全額を消費税法２条１

項８号の資産の譲渡等の対価の額に含まれるものとして課税売上割合を計算したものであり、

租税法律主義に違反しない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点(1)（原告が本件各劣後受益権の収益配当金の会計処理につき、金融商品会計実務指針１

０５項の適用があるものとして、同項の「受取利息」に相当する「買入金銭債権利息額」と同項

の「元本の回収」に相当する「買入金銭債権償還額」とに区分し、前者のみを収益に計上する処

理を行ったことは適法な会計処理か。）について 

(1) 一般に、金融商品会計実務指針１０５項の要件に該当する場合において、その債権の取得

価額と債権金額の差額について同項所定の償却原価法により会計処理することは、法人税法２

２条４項にいう「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」に従った適法な処理であると

解するのが相当であり、この点については当事者間にも争いがない。 



9 

(2) そして、金融商品会計実務指針１０５項は、「債権の支払日までの金利を反映して債権金額

と異なる価額で債権を取得した場合」に、取得価額と債権金額との差額について償却原価法に

基づき処理を行うと定めているところ、原告は、本件各劣後受益権を信託契約によって取得し

たことが、この「債権の支払日までの金利を反映して債権金額と異なる価額で債権を取得した

場合」に該当すると主張し、他方で、被告は、本件各劣後受益権の取得価額は、本件各債権全

体の帳簿価額から本件各優先受益権の譲渡原価額を差し引くという計算をして算出したもの

であり、本件各劣後受益権の支払日までの金利を反映して定められた金額でないことはもとよ

り、原告が信託契約の内容を定めるに当たって取得価額が自由に決められるのであって、その

客観的な価値を反映した金額でもないから、金融商品会計実務指針１０５項が予定する場合で

なく、同項は適用されない旨主張する。 

(3) そこで、まず、原告が、信託契約によって、委託者である原告が受託者に譲渡した住宅ロ

ーン債権を、受託者において優先と劣後の２つの信託受益権に分け、原告がその劣後受益権を

保有するに至った場合（なお、本件流動化取引２においては、原告は劣後受益権をＤから譲り

受けているが、住宅ローン債権を有していた原告がいったん信託契約における受託者としてＤ

に劣後受益権を譲渡し、その後Ｄから劣後受益権を譲り受けていることから、実質的にみれば

本件流動化取引１と同様の取引であるといえる。）が、金融商品会計実務指針１０５項にいう

「債権を取得した場合」に該当するといえるかについて検討するに、信託受益権の評価方法に

ついて定めた金融商品会計実務指針１００項(2)は、「信託受益権が優先劣後等のように質的

に分割されており、信託受益権の保有者が複数である場合には、信託を一種の事業体とみなし

て、当該受益権を信託に対する金銭債権（貸付金等）の取得又は信託からの有価証券（債券、

株式等）の購入とみなして取り扱う。」としつつ、そのただし書きにおいて、「ただし、企業が

信託財産構成物である金融資産の委託者である場合で、かつ、信託財産構成物が委託者たる譲

渡人にとって金融資産の消滅の認識要件を満たす場合には、譲渡人の保有する信託受益権は新

たな金融資産ではなく、譲渡金融資産の残存部分として評価する。」と定めている。そして、

このただし書きの背景事情について説明した金融商品会計実務指針２９１項は、「企業が自ら

保有する金融資産を信託するとともに、信託受益権を優先と劣後に分割し、その劣後受益権を

自らが保有して優先受益権を第三者に譲渡する場合、…自らが保有する劣後受益権は、新たな

金融資産の購入としてではなく、信託した金融資産の残存部分として評価する必要がある。」

としている。 

 すなわち、金融商品会計実務指針１００項(2)ただし書き及びこの背景事情について説明し

た２９１項によれば、本件の原告のように、自ら保有する住宅ローン債権という金融資産を信

託すると共に、その信託受益権を優先と劣後に分割し、その劣後受益権を自らが保有して、優

先受益権を第三者に譲渡する場合においては、原告の保有する劣後受益権は、新たな金融資産

の取得としてではなく、信託した金融資産である住宅ローン債権の残存部分として評価する必

要があるとしているのであって、これによれば、原告が信託契約によって保有するに至った本

件各劣後受益権は、金融商品会計実務指針１０５項にいう「債権を取得した場合」には該当し

ないと解すべきことになる。 

 この点につき、原告は、金融商品会計実務指針１００項(2)及び２９１項は、信託設定時点

の劣後受益権の評価方法を定めたもので、債権を取得した日の属する事業年度以降の配当の取

扱いに関する会計処理を定めた同指針１０５項の解釈とは適用場面を異にする旨主張する。し
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かしながら、金融商品会計実務指針１００項(2)ただし書きが「…譲渡人の保有する信託受益

権は新たな金融資産ではなく、譲渡金融資産の残存部分として評価する。」と定め、また、そ

の背景事情について説明した同指針２９１項が、「企業が自ら保有する金融資産を信託すると

ともに、信託受益権を優先と劣後に分割し、その劣後受益権を自らが保有して、優先受益権を

第三者に譲渡する場合、…自らが保有する劣後受益権は、新たな金融資産の購入としてではな

く、信託した金融資産の残存部分として評価する必要がある。」と定めているのは、一般に、

信託受益権を優先と劣後に分割して、劣後受益権を自らが保有する場合は、優先受益権につい

ては、金融商品としての価値が高いものとして第三者に売却することで資金調達を円滑に行う

ことを企図すると共に、その反面として、劣後受益権は、リスクを負担するなど金融商品とし

ての価値が低いものとなるため市場に出さずに自ら負担するものであると解されることから、

そのような劣後受益権は、新たな金融商品の取得としてではなく、信託受益権全体から優先受

益権を除いた残存部分として自ら保有し続けるものとして評価するのが、信託受益権の評価と

して相当であるとの判断に基づくものであると解されるところ、この理は、金融商品会計実務

指針１０５項において、同様に優先劣後に分割した信託受益権を評価する場合にも何ら異なる

ことはないというべきであるから、この点についての原告の主張は理由がない。 

(4) そして、そもそも金融商品会計実務指針１０５項は、まず「債権の支払日までの金利を反

映して債権金額と異なる価額で債権を取得した場合には、取得時に取得価額で貸借対照表に計

上し、取得価額と債権金額との差額（以下「取得差額」という。）について償却原価法に基づ

き処理を行う。」と定め、取引の対象となる債権の支払日までの金利を反映して債権金額、す

なわち、弁済期に支払を受け得る元本金額と異なる金額で債権を取得した場合には、債権を取

得した時の取得価額で貸借対照表に計上し、取得価額と債権金額との差額（取得差額）につい

て償却原価法、すなわち、その差額を弁済期までの残存期間で按分して当該債権の貸借対照表

上の価額を増減させる方法によって処理することとしている。そして、金融商品会計実務指針

１０５項は、これに続けて「この場合、将来キャッシュ・フローの現在価値が取得価額に一致

するような割引率（実効利子率）に基づいて、債務者からの入金額を元本の回収と受取利息と

に区分する。」と定め、金利を反映して債権金額と異なる金額で取得した場合には、「将来キャ

ッシュ・フローの現在価値が取得価額に一致するような割引率（実効利子率）」、すなわち、将

来の満期時における当該債権の価値に現実の取得価額が一致するように引き直した場合にそ

の算定された割引率を用いて、当該債権の債務者から入金される額を「元本の回収」と「受取

利息」に区分して処理することとしている。 

 このように金融商品会計実務指針１０５項は、債権の支払日が将来の期日であることから、

その間の金利を反映して債権の元本金額よりも高い金額（あるいは低い金額）で取得した場合

には、その差額をその支払日までの期間にわたって期間配分するものとして上記のように実効

利子率を定め、それに基づいて算定された額をその債権の受取利息とすることが合理的である

と考えられるため、その考え方を採用した上で、その方法で算定された受取利息額が、実際に

受領した利息額より多ければその差額分を債権の帳簿価額に加算し、少なければその差額分を

債権の帳簿価額から減算することによって、実効利子率による利息の計算を会計処理に反映さ

せるように償却原価法による処理を行うこととしたものであると解される。 

 しかるに、本件劣後受益権１の帳簿価額は、本件優先受益権１と本件劣後受益権１を合わせ

た信託受益権全体と信託債権である本件債権１が対応する関係にあることから、本件債権１の
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帳簿価額から本件優先受益権１の帳簿価額（譲渡原価額）を差し引いた金額として計上される

ところ、本件優先受益権１の帳簿価額（譲渡原価額）については、本件債権１全体の時価を算

定して各受益権の時価の割合に応じて算出しているのに対し、本件劣後受益権１の帳簿価額の

算定においては、本件債権１の帳簿価額から、上記のとおり時価評価を前提として各受益権に

按分計算された本件優先受益権１の帳簿価額（譲渡原価額）を差し引くという計算をすること

になるために、その帳簿価額と債権価額の間に帳簿処理という技術的な理由によって差異が生

じざるを得ないことになる。そして、本件劣後受益権２の帳簿価額もまた、本件債権２の帳簿

価額から本件優先受益権２の帳簿価額（譲渡原価額）及び本件メザニン受益権の帳簿価額を計

算上差し引いて算出したものであって、本件劣後受益権１について上に述べたことが当てはま

るものである。 

 そうすると、本件各劣後受益権の帳簿価額と債権金額の差額は、帳簿処理に伴う技術的な理

由によって計上されたものにすぎず、各受益権の支払日までの金利を反映して定められた金額

ではなく、また、その帳簿価額は、各受益権の客観的な価値を把握した金額ではないから、本

件各劣後受益権については、およそ金融商品会計実務指針１０５項が、「債権の支払日までの

金利を反映して債権金額と異なる価額で債権を取得した場合」に、期間配分による償却原価法

に基づく処理をさせることとした前提を欠くものであることは明らかである。 

(5) また、金融商品会計実務指針１０５項は、上記のとおり「債務者からの入金額」を実効利

子率に基づいて「元本の回収」と「受取利息」とに区分する旨定めているが、本件各劣後受益

権は、そもそも原告が保有していた住宅ローン債権の債務者が債務不履行になったり破産した

りした場合のリスクを引き受けることによって本件各優先受益権の金融商品としての価値を

高めることに１つの重要な意味があり、それゆえに本件各劣後受益権は、それぞれに、優先す

る受益権、すなわち本件各優先受益権及び本件メザニン受益権に対する信託元本の償還及び信

託収益の配当がされた後に信託元本の償還及び信託収益の配当が得られることになっている

のであると解され、このような本件各劣後受益権は、そもそも金融商品会計実務指針１０５項

が想定する「債権の支払日までの金利を反映し」た債権ではないことはもとより、そのような

本件各劣後受益権を「元本の回収」と「受取利息」に分けることはおよそ同項が予定するもの

ではないと言わざるを得ない。 

(6) さらに、会社法が制定される前の商法では、その総則及び会社の計算において計算規定等

が定められているところ、平成１４年法律第４４号による改正前の商法においては、その２８

５条の４が、金銭債権の評価について「債権金額ヲ付スルコトヲ要ス」ことを原則とした上で、

ただし書きで債権金額と異なる代金で「買入レタルトキ」は、相当の増額又は減額ができると

規定していた。そして、金融商品会計実務指針１０５項は、平成１４年改正前の商法２８５条

の４が通則として意味を有していたころから存在していたのであって、そうすると少なくとも

その当時は、同項にいう債権の「取得」とは債権を「買入レタルトキ」として解釈されていた

と考えられ、ここにいう「取得」が本来、他者から取得した場合を想定し、信託等によって実

質上自ら創設したものは想定していなかったと解されるところ、その解釈が特に変更されたこ

とを窺わせる資料もない。 

(7) 以上によれば、原告が本件各劣後受益権の収益配当金の会計処理につき、金融商品会計実

務指針１０５項の適用があるものとして、同項の「受取利息」に相当する「買入金銭債権利息

額」と同項の「元本の回収」に相当する「買入金銭債権償還額」とに区分し、前者のみを収益
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に計上する処理を行ったことは適法な会計処理とはいえないものと解される。 

２ 争点(2)（平等原則違反の有無）について 

原告は、本件各更正処分は独り原告にのみ甚大な影響を及ぼすものであり、憲法１４条の平等

原則に違反する旨主張するが、本件全証拠によっても、原告以外に本件のような事例で更正処分

を受けた者がおらず、原告のみが不平等な取り扱いを受けたことを認めるに足りないから、この

点についての原告の主張は採用できない。 

３ 争点(3)（租税法律主義違反の有無）について 

被告の行った本件各更正処分は、金融商品会計実務指針１０５項の適用がないことを前提とし

て、後記４(1)のとおり、法人税法２２条２項に基づき、本件各劣後受益権の収益配当の全額が

有償による役務の提供に係る収益に当たるとして益金の額に算入し、その収益配当の全額を消費

税法２条１項８号の資産の譲渡等の対価の額に含まれるとして課税売上割合を計算したもので

あり、何ら租税法律主義に違反しない。 

４ 本件各更正処分等の適法性 

(1) 以上によれば、原告の保有する本件各劣後受益権の収益配当金については、平成１６年３

月期、平成１７年３月期及び平成１８年３月期の原告の各法人税の所得計算上は益金の額に算

入し、平成１７年３月課税期間及び平成１８年３月課税期間の各消費税の計算上は資産の譲渡

等の対価の額に算入すべきことになり、これにより算出した原告の各法人税額、各消費税額等

は、別紙１「本件各更正処分の根拠」記載のとおりであると認められ（なお、本件争点に関す

る部分を除き、計算の基礎となる金額及び計算方法については、当事者間に争いがない。）、こ

れらは、本件各更正処分における原告の平成１６年３月期、平成１７年３月期及び平成１８年

３月期の各法人税額並びに平成１７年３月課税期間及び平成１８年３月課税期間の各消費税

額と同一であるから、本件各更正処分はいずれも適法である。 

(2) また、上記のとおり本件各更正処分は適法であるところ、本件各賦課決定処分において過

少申告加算税の対象とした各税額の計算の基礎となったことについて国税通則法６５条４項

に規定する正当な理由があるとは認められないから、原告の平成１６年３月期、平成１７年３

月期及び平成１８年３月期の法人税に係る各過少申告加算税の額は、別紙２「本件各賦課決定

処分の根拠」記載のとおりであると認められ、いずれも本件各賦課決定における各過少申告加

算税の額（別表１の区分「更正処分」の項目「過少申告加算税」欄の金額）と同一であるから、

本件各賦課決定処分もいずれも適法である。 

５ 結論 

 よって、原告の請求にはいずれも理由がないから棄却することととし、訴訟費用の負担につき

行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条を適用して、主文のとおり判決する。 

東京地方裁判所民事第３８部 

裁判長裁判官 定塚 誠 

裁判官 中辻 雄一朗 

裁判官 渡邉 哲 
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（別紙１） 本件各更正処分の根拠 

１ 本件法人税各更正処分の根拠 

 被告が本訴において主張する原告の本件各事業年度の法人税に係る所得金額及び納付すべき税額

は、それぞれ次に述べるとおりである。 

(1) 平成１６年３月期 

ア 所得金額（別表３－１⑪欄） ４３億５６４８万９１９７円 

 上記金額は、次の(ア)の金額に(イ)の金額を加算し、(ウ)の金額を減算した金額である。 

(ア) 申告所得金額（別表３－１①欄） ３９億８３３５万７７６８円 

 上記金額は、平成１６年３月期法人税確定申告書に記載された所得金額と同額である。 

(イ) 所得金額に加算される金額（別表３－１⑦欄） ３億７４２７万９９７８円 

 上記金額は、次のａないしｅの金額の合計額である。 

ａ 受取利息の計上もれ（別表３－１②欄、別表４⑦の平成１６年３月期計欄） 

３億３７７８万７０６１円 

上記金額は、原告が、本件劣後受益権１に係る収益配当金の合計額４億４５９７万０１５

１円（別表４①の平成１６年３月期計欄）のうち、「買入金銭債権償還額」であるとして、

益金の額に算入しなかった金額の合計額である。 

 しかしながら、当該金額は、受取利息として、益金の額に算入すべき金額である。 

ｂ 減価償却資産の償却超過額（別表３－１③欄、別表５⑫の合計欄） 

３５３１万２５００円 

上記金額は、原告が損金の額に算入した「業務委託費その他」及び「人件費」のうち、社

内製作ソフトウェアの取得価額と認められる金額３８２５万円（別表５⑪の合計欄）を同取

得価額に算入して、法人税法施行令４８条１項４号（平成１９年政令第８３号による改正前

のもの。以下同じ。）の規定により、定額法で償却限度額を計算したところ、同償却限度額

を超える金額である。 

当該金額は、法人税法３１条１項（平成１９年法律第６号による改正前のもの。以下同じ。）

の規定により、損金の額に算入されない。 

ｃ 繰延消費税額等の損金算入限度超過額（別表３－１④欄、別表６－１ぅ欄） 

１１４万７４７５円 

上記金額は、法人税法施行令１３９条の４第３項に規定する繰延消費税額等について、同

項の規定に基づき計算した損金の額に算入される金額を超える金額６９８０万０４２９円

（別表６－１ぃ欄）と平成１６年３月期法人税確定申告書に記載された同上の金額６８６５

万２９５４円（別表６－１い欄）との差額である。 

当該金額は、新たに計算される損金算入限度超過額であり、法人税法６５条及び法人税法

施行令１３９条の４第３項の規定により、損金の額に算入されない。 

ｄ 交際費等の損金不算入額（別表３－１⑤欄、別表７⑨欄） １４２円 

 上記金額は、措置法６１条の４第３項に規定する交際費等に係る消費税等の額のうち、控

除対象外消費税額等の増加額であり、同項に規定する交際費等の額に含まれる金額である

（消費税法等の施行に伴う法人税の取扱通達１２の（注）２参照）。 

当該金額は、措置法６１条の４第１項の規定により、損金の額に算入されない。 
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ｅ 益金の額に算入される雑益の額（別表３－１⑥欄） ３万２８００円 

 上記金額は、平成１６年３月課税期間の消費税法３０条２項及び同条６項に規定する課税

売上割合が減少したこと等により算出される納付すべき消費税等の額であるが、消費税等の

更正期間（通則法７０条１項１号）の経過により更正されず、同税額は納付されないことか

ら、雑益として益金の額に算入される。 

(ウ) 所得金額から減算される金額（別表３－１⑩欄） １１４万８５４９円 

 上記金額は、次のａ及びｂの金額の合計額である。 

ａ 一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の繰入限度超過額の過大額（別表３－１⑧欄、別表８

⑬欄） １１２万８５５１円 

 上記金額は、法人税法５２条２項（平成２２年法律第６号による改正前のもの。以下同じ。）

に規定する一括評価金銭債権に係る貸倒引当金について、法人税法施行令９６条２項（平成

２０年政令第１５６号による改正前のもの。以下同じ。）の規定に基づき計算した損金の額

に算入される金額を超える金額４億９６９３万６１３６円（別表８⑪欄）と平成１６年３月

期法人税確定申告書に記載された同上の額４億９８０６万４６８７円（別表８⑫欄）との差

額である。 

 当該金額は、繰入限度超過額の過大額であり、法人税法５２条２項の規定により、損金の

額に算入される。 

ｂ 損金の額に算入される雑損の額（別表３－１⑨欄、別表９⑫欄） １万９９９８円 

 上記金額は、平成１６年３月課税期間の課税売上割合が減少したこと等により算出される

納付すべき消費税等の額から、損金の額に算入されない資産に係る控除対象外消費税額等の

額を差し引いた金額であり、雑損として損金の額に算入される。 

イ 所得金額に対する法人税額（別表３－１⑫欄） １３億０６９４万６７００円 

上記金額は、上記アの所得金額（通則法１１８条１項の規定に基づき１０００円未満の端数を

切り捨てた後の金額）に法人税法６６条１項（平成１８年法律第１０号による改正前のもの。以

下同じ。）及び負担軽減法１６条１項に定める税率１００分の３０を乗じて計算した金額である。 

ウ 法人税額の特別控除額（別表３－１⑬欄） ２億２３０２万９２７９円 

 上記金額は、平成１６年３月期法人税確定申告書に記載された法人税額の特別控除額である。 

エ 控除所得税額等（別表３－１⑭欄） ２１万６５７５円 

 上記金額は、平成１６年３月期法人税確定申告書に記載された控除所得税額等である。 

オ 納付すべき法人税額（別表３－１⑮欄） １０億８３７０万０８００円 

上記金額は、上記イの金額から上記ウ及びエの金額を控除した金額（通則法１１９条１項の規

定に基づき１００円未満の端数を切り捨てた後の金額）である。 

カ 既に納付の確定した本税額（別表３－１⑯欄） ９億７１７６万１２００円 

 上記金額は、平成１６年３月期法人税確定申告書に記載された差引所得に対する法人税額と同

額である。 

キ 差引納付すべき法人税額（別表３－１⑰欄） １億１１９３万９６００円 

 上記金額は、上記オの金額から上記カの金額を差し引いた金額（通則法１１９条１項の規定に

基づき１００円未満の端数を切り捨てた後の金額）であり、平成１６年３月期法人税更正処分に

より原告が新たに納付すべき法人税額である。 

(2) 平成１７年３月期 
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ア 所得金額（別表３－２⑮欄） ８３億１０５９万７３２５円 

 上記金額は、次の(ア)の金額に(イ)の金額を加算し、(ウ)の金額を減算した金額である。 

(ア) 申告所得金額（別表３－２①欄） ７９億９４９０万３２７７円 

 上記金額は、平成１７年３月期法人税確定申告書に記載された所得金額と同額である。 

(イ) 所得金額に加算される金額（別表３－２⑧欄） ３億６０８５万７１０８円 

 上記金額は、次のａないしｆの金額の合計額である。 

ａ 受取利息の計上もれ（別表３－２②欄、別表４⑦の平成１７年３月期計欄） 

３億４１５６万９３３２円 

上記金額は、原告が、本件劣後受益権１に係る収益配当金の合計額３億２７６３万１５７

９円（別表４①の平成１７年３月期計欄）及び本件劣後受益権２に係る収益配当金の合計額

２億８４４０万４９２７円（別表４②の平成１７年３月期計欄）のうち、「買入金銭債権償

還額」であるとして、益金の額に算入しなかった金額（別表４⑤及び⑥の平成１７年３月期

計欄）の合計額である。 

 しかしながら、当該金額は、受取利息として、益金の額に算入すべき金額である。 

ｂ 減価償却資産の償却超過額（別表３－２③欄、別表５⑰の合計欄） 

６６２万５０００円 

上記金額は、原告が損金の額に算入した「業務委託費その他」のうち、社内製作ソフトウ

ェアの取得価額と認められる金額７５０万円（別表５⑮の合計欄）を同取得価額に算入して、

法人税法施行令４８条１項４号の規定により、定額法で償却限度額を計算したところ、同償

却限度額を超える金額である。 

 当該金額は、法人税法３１条１項の規定により、損金の額に算入されない。 

ｃ 損金の額に算入されない仕掛品の額（別表３－２④欄） １１００万円 

上記金額は、原告が、「業務委託費その他」及び「人件費」として損金の額に算入した金

額のうち、平成１７年３月期の末日現在において稼動を開始していない社内製作ソフトウェ

アに係る取得価額と認められる金額であり、損金の額に算入されない。 

ｄ 益金の額に算入される一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の繰入額（別表３－２⑤欄） 

１１２万８５５１円 

上記金額は、平成１６年３月期法人税更正処分において損金の額に算入された一括評価金

銭債権に係る貸倒引当金の繰入額（上記(1)ア(ウ)ａ）と同額である。 

 当該金額は、法人税法５２条９項（平成２２年法律第６号による改正前のもの。以下同じ。）

の規定により、翌事業年度において、益金の額に算入される。 

ｅ 交際費等の損金不算入額（別表３－２⑥欄、別表７⑨欄） ３９１円 

 上記金額は、措置法６１条の４第３項に規定する交際費等に係る消費税等の額のうち、控

除対象外消費税額等の増加額であり、同項に規定する交際費等の額に含まれる金額である

（消費税法等の施行に伴う法人税の取扱通達１２の（注）２参照）。 

 当該金額は、措置法６１条の４第１項の規定により、損金の額に算入されない。 

ｆ 繰延消費税額等の損金算入限度超過額（別表３－２⑦欄、別表６－１ぅ欄） 

５３万３８３４円 

 上記金額は、法人税法施行令１３９条の４第３項に規定する繰延消費税額等について、同

項の規定に基づき計算した損金の額に算入される金額を超える金額８０５万９６７０円（別
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表６－１ぃ欄）と平成１７年３月期法人税確定申告書に記載された同上の金額７５２万５８

３６円（別表６－１い欄）との差額である。 

当該金額は、新たに計算される損金算入限度超過額であり、法人税法６５条及び法人税法

施行令１３９条の４第３項の規定により、損金の額に算入されない。 

(ウ) 所得金額から減算される金額（別表３－２⑭欄） ４５１６万３０６０円 

 上記金額は、次のａないしｅの金額の合計額である。 

ａ 減価償却資産の償却不足額（別表３－２⑨欄、別表５⑯の合計欄） ７６５万円 

上記金額は、平成１６年３月期から繰り越された減価償却超過額３５３１万２５００円

（別表５⑱の合計欄）のうち、平成１７年３月期の償却不足額である。 

 当該金額は、法人税法３１条１項及び４項の規定により、損金の額に算入される。 

ｂ 一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の繰入限度超過額の過大額（別表３－２⑩欄、別表８

⑬欄） １３８万５３１６円 

 上記金額は、法人税法５２条２項に規定する一括評価金銭債権に係る貸倒引当金について、

法人税法施行令９６条２項の規定に基づき計算した損金の額に算入される金額を超える金

額１０億６１７２万３７８６円（別表８⑪欄）と平成１７年３月期法人税確定申告書に記載

された同上の額１０億６３１０万９１０２円（別表８⑫欄）との差額である。 

 当該金額は、繰入限度超過額の過大額であり、法人税法５２条２項の規定により、損金の

額に算入される。 

ｃ 損金の額に算入される雑損の額（別表３－２⑪欄、別表９⑫欄） ４万９４０５円 

 上記金額は、平成１７年３月課税期間消費税等更正処分により納付すべきこととなる消費

税等の額から、損金の額に算入されない資産に係る控除対象外消費税額等の額を差し引いた

金額であり、雑損として損金の額に算入される。 

ｄ 損金の額に算入される事業税の額（別表３－２⑫欄） ３５８２万０５００円 

上記金額は、平成１６年３月期法人税更正処分により所得金額が増加したことに伴い生じ

た事業税の金額であり、損金の額に算入される。 

ｅ 前期から繰り越された繰延消費税額等のうち損金の額に算入される金額（別表３－２⑬欄、

別表６－２⑧欄） ２５万７８３９円 

 上記金額は、平成１６年３月期から繰り越された繰延消費税額等のうち、法人税法施行令

１３９条の４第４項（平成２２年政令第５１号による改正前のもの。以下同じ。）の規定に

基づき計算した損金の額に算入される金額２９７２万８４０２円（別表６－２①欄）と平成

１７年３月期法人税確定申告書に記載された同上の額２９４７万０５６３円（別表６－２⑦

欄）との差額である。 

 当該金額は、法人税法６５条及び法人税法施行令１３９条の４第４項の規定により、新た

に損金の額に算入される。 

イ 所得金額に対する法人税額（別表３－２⑯欄） ２４億９３１７万９１００円 

 上記金額は、上記アの所得金額（通則法１１８条１項の規定に基づき１０００円未満の端数を

切り捨てた後の金額）に法人税法６６条１項及び負担軽減法１６条１項に定める税率１００分の

３０を乗じて計算した金額である。 

ウ 法人税額の特別控除額（別表３－２⑰欄） １９７５万６２９６円 

上記金額は、平成１７年３月期法人税確定申告書に記載された法人税額の特別控除額である。 
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エ 控除所得税額等（別表３－２⑱欄） ２０万９６０４円 

 上記金額は、平成１７年３月期法人税確定申告書に記載された控除所得税額等である。 

オ 納付すべき法人税額（別表３－２⑲欄） ２４億７３２１万３２００円 

上記金額は、上記イの金額から上記ウ及びエの金額を控除した金額（通則法１１９条１項の規

定に基づき１００円未満の端数を切り捨てた後の金額）である。 

カ 既に納付の確定した本税額（別表３－２⑳欄） ２３億７８５０万５０００円 

上記金額は、平成１７年３月期法人税確定申告書に記載された差引所得に対する法人税額と同

額である。 

キ 差引納付すべき法人税額（別表３－２あ欄） ９４７０万８２００円 

上記金額は、上記オの金額から上記カの金額を差し引いた金額（通則法１１９条１項の規定に基

づき１００円未満の端数を切り捨てた後の金額）であり、平成１７年３月期法人税更正処分によ

り原告が新たに納付すべき法人税額である。 

(3) 平成１８年３月期 

ア 所得金額（別表３－３⑭欄） ９５億０１２０万４２８１円 

 上記金額は、次の(ア)の金額に(イ)の金額を加算し、(ウ)の金額を減算した金額である。 

(ア) 申告所得金額（別表３－３①欄） ９１億５２３３万２０３７円 

 上記金額は、平成１８年３月期法人税確定申告書に記載された所得金額と同額である。 

(イ) 所得金額に加算される金額（別表３－３⑥欄） ３億８２９３万９７８８円 

 上記金額は、次のａないしｄの金額の合計額である。 

ａ 受取利息の計上もれ（別表３－３②欄、別表４⑦の平成１８年３月期計欄） 

３億７３２０万３８９８円 

上記金額は、原告が、本件劣後受益権１に係る収益配当金の合計額２億８５８１万６０４

９円（別表４①の平成１８年３月期計欄）及び本件劣後受益権２に係る収益配当金の合計額

４億７８９７万５５４２円（別表４②の平成１８年３月期計欄）のうち、「買入金銭債権償

還額」であるとして、益金の額に算入しなかった金額（別表４⑤及び⑥の平成１８年３月期

計欄）の合計額である。 

 しかしながら、当該金額は、受取利息として、益金の額に算入すべき金額である。 

ｂ 減価償却資産の償却超過額（別表３－３③欄、別表５うの合計欄） ８３５万円 

 上記金額は、①原告が損金の額に算入した「人件費」のうち、社内製作ソフトウェアに係

る取得価額と認められる金額１０５０万円（別表５いの合計欄）、及び②平成１７年３月期

の上記社内製作ソフトウェアに係る取得価額と認められる金額１１００万円（上記(2)ア

(イ)ｃ）の合計額２１５０万円を同取得価額に算入して、法人税法施行令４８条１項４号の

規定により、定額法で償却限度額を計算したところ、同償却限度額を超える金額である。 

 当該金額は、法人税法３１条１項の規定により、損金の額に算入されない。 

ｃ 益金の額に算入される一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の繰入額（別表３－３④欄） 

１３８万５３１６円 

 上記金額は、平成１７年３月期法人税更正処分において損金の額に算入された一括評価金

銭債権に係る貸倒引当金の繰入額（上記(2)ア(ウ)ｂ）と同額である。 

 当該金額は、法人税法５２条９項の規定により、翌事業年度において、益金の額に算入さ

れる。 
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ｄ 交際費等の損金不算入額（別表３－３⑤欄、別表７⑨欄） ５７４円 

 上記金額は、措置法６１条の４第３項に規定する交際費等に係る消費税等の額のうち、控

除対象外消費税額等の増加額であり、同項に規定する交際費等の額に含まれる金額である

（消費税法等の施行に伴う法人税の取扱通達１２の（注）２参照）。 

 当該金額は、措置法６１条の４第１項の規定により、損金の額に算入されない。 

(ウ) 所得金額から減算される金額（別表３－３⑬欄） ３４０６万７５４４円 

 上記金額は、次のａないしｆの金額の合計額である。 

ａ 減価償却資産の償却不足額（別表３－３⑦欄、別表５ぅの合計欄） ９１５万円 

 上記金額は、平成１７年３月期から繰り越された減価償却超過額３４２８万７５００円

（別表５ぇの合計欄）のうち、平成１８年３月期の償却不足額である。 

 当該金額は、法人税法３１条１項及び４項の規定により、損金の額に算入される。 

ｂ 一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の繰入限度超過額の過大額（別表３－３⑧欄、別表８

⑬欄） ２３万０６０３円 

 上記金額は、法人税法５２条２項に規定する一括評価金銭債権に係る貸倒引当金について、

法人税法施行令９６条２項の規定に基づき計算した損金の額に算入される金額を超える金

額２４億３１１３万１３６５円（別表８⑪欄）と平成１８年３月期法人税確定申告書に記載

された同上の金額２４億３１３６万１９６８円（別表８⑫欄）との差額である。 

 当該金額は、繰入限度超過額の過大額であり、法人税法５２条２項の規定により、損金の

額に算入される。 

ｃ 損金の額に算入される雑損の額（別表３－３⑨欄、別表９⑫欄） ６万２８００円 

 上記金額は、平成１８年３月課税期間消費税等更正処分により納付すべきこととなる消費

税等の額から、損金の額に算入されない資産に係る控除対象外消費税額等の額を差し引いた

金額であり、雑損として損金の額に算入される。 

ｄ 繰延消費税額等の損金算入限度超過額の過大額（別表３－３⑩欄、別表６－１ぅ欄） 

 １４５０円 

 上記金額は、法人税法施行令１３９条の４第３項に規定する繰延消費税額等について、同

項の規定に基づき計算した損金の額に算入される金額を超える金額１９５４万９２８４円

（別表６－１ぃ欄）と平成１８年３月期法人税確定申告書に記載された同上の金額１９５５

万０７３４円（別表６－１い欄）との差額である。 

 当該金額は、損金算入限度超過額の過大額であり、法人税法６５条及び法人税法施行令１

３９条の４第３項の規定により、損金の額に算入される。 

ｅ 前期から繰り越された繰延消費税額等のうち損金の額に算入される金額（別表３－３⑪欄、

別表６－２⑧欄） ３７万７４９１円 

 上記金額は、平成１７年３月期から繰り越された繰延消費税額等のうち、法人税法施行令

１３９条の４第４項の規定に基づき計算した損金の額に算入される金額２８１９万５２８

４円（別表６－２①欄）と平成１８年３月期法人税確定申告書に記載された同上の額２７８

１万７７９３円（別表６－２⑦欄）との差額である。 

 当該金額は、法人税法６５条及び法人税法施行令１３９条の４第４項の規定により、新た

に損金の額に算入される。 

ｆ 損金の額に算入される事業税の額（別表３－３⑫欄） ２４２４万５２００円 
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 上記金額は、平成１７年３月期法人税更正処分により所得金額が増加したことに伴い生じ

た事業税の金額であり、損金の額に算入される。 

イ 所得金額に対する法人税額（別表３－３⑮欄） ２８億５０３６万１２００円 

 上記金額は、上記アの所得金額（通則法１１８条１項の規定に基づき１０００円未満の端数を

切り捨てた後の金額）に法人税法６６条１項及び負担軽減法１６条１項に定める税率１００分の

３０を乗じて計算した金額である。 

ウ 法人税額の特別控除額（別表３－３⑯欄） ４９８５万２９３９円 

 上記金額は、次の(ア)の金額に(イ)の金額を加算した金額である。 

(ア) 申告額（別表３－３⑰欄） ４９０８万７９３９円 

 上記金額は、平成１８年３月期法人税確定申告書に記載された法人税額の特別控除額である。 

(イ) 教育訓練費の増加額に係る法人税額の特別控除額の増加額（別表３－３⑱欄） 

 ７６万５０００円 

 上記金額は、原告が、教育訓練費の額を教育訓練費の増加額に係る法人税額の特別控除に関

する明細書に誤って転記していたことにより、過少となっていた法人税額の特別控除額である。 

エ 控除所得税額等（別表３－３⑲欄） ６万３０８９円 

 上記金額は、平成１８年３月期法人税確定申告書に記載された控除所得税額等である。 

オ 納付すべき法人税額（別表３－３⑳欄） ２８億００４４万５１００円 

 上記金額は、上記イの金額から上記ウ及びエの金額を控除した金額（通則法１１９条１項の規

定に基づき１００円未満の端数を切り捨てた後の金額）である。 

カ 既に納付の確定した本税額（別表３－３あ欄） ２６億９６５４万８５００円 

 上記金額は、平成１８年３月期法人税確定申告書に記載された差引所得に対する法人税額と同

額である。 

キ 差引納付すべき法人税額（別表３－３ぃ欄） １億０３８９万６６００円 

 上記金額は、上記オの金額から上記カの金額を差し引いた金額（通則法１１９条１項の規定に

基づき１００円未満の端数を切り捨てた後の金額）であり、平成１８年３月期法人税更正処分に

より原告が新たに納付すべき法人税額である。 

２ 本件消費税等各更正処分の根拠 

 被告が本訴において主張する原告の本件各課税期間の消費税等に係る課税標準額、控除対象仕入税

額及び納付すべき税額は、それぞれ次に述べるとおりである。 

(1) 平成１７年３月課税期間 

ア 課税標準額（別表１１①欄） ２０億４６０２万２０００円 

 上記金額は、平成１７年３月課税期間消費税等確定申告書に記載された課税標準額と同額であ

る。 

イ 課税標準額に対する消費税額（別表１１②欄） ８１８２万３９５９円 

 上記金額は、平成１７年３月課税期間消費税等確定申告書に記載された課税標準額に対する消

費税額と同額である。 

ウ 控除対象仕入税額（別表１１③欄） ５１６万０７５８円 

 上記金額は、次の(ア)の金額に(イ)の割合を乗じて算出した金額である。 

(ア) 課税仕入れに係る消費税額のうち課税売上げと非課税売上げに共通して要するもの（別表

１１⑩欄） １億０３７８万４０７８円 
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 上記金額は、消費税法３０条２項及び同条６項に規定する課税売上割合が１００分の９５に

満たないときにおける課税仕入れ等の税額のうち、課税売上げ（課税資産の譲渡等）と非課税

売上げ（その他の資産の譲渡等）に共通して要する税額の合計額であり、平成１７年３月課税

期間消費税等確定申告書（同付表２⑮欄）に記載された金額と同額である。 

(イ) 課税売上割合（別表１１⑧欄） ４．９７２５９１８９６パーセント 

 上記割合は、消費税法３０条２項及び同条６項に規定する課税売上割合であり、次のａの金

額をｂの金額で除して算出したものである。 

ａ 課税資産の譲渡等の対価の額（別表１１④欄） ２０億４６０２万２３５３円 

上記金額は、課税資産の譲渡等（消費税法２条１項９号）の対価の額であり、平成１７年

３月課税期間消費税等確定申告書（同付表２④欄）に記載された金額と同額である。 

ｂ 資産の譲渡等の対価の額（別表１１⑤欄） ４１１億４５９９万３７９９円 

 上記金額は、資産の譲渡等（消費税法２条１項８号）の対価の額であり、次の(a)及び(b)

の金額の合計額である。 

(a) 申告額（別表１１⑥欄） ４０８億０４４２万４４６７円 

 上記金額は、平成１７年３月課税期間消費税等確定申告書（同付表２⑦欄）に記載され

た資産の譲渡等の対価の額と同額である。 

(b) 受取利息の計上もれ（別表１１⑦欄） ３億４１５６万９３３２円 

 上記金額は、原告が、本件収益配当金の合計額６億１２０３万６５０６円（別表４①及

び②の平成１７年３月期計の合計額欄）のうち、「買入金銭債権償還額」であるとして、

資産の譲渡等の対価の額に含めなかった金額である。 

 しかしながら、当該金額は、資産の譲渡等の対価の額に含まれるものである。 

エ 差引税額（別表１１⑪欄） ７６６６万３２００円 

 上記金額は、上記イの金額から上記ウの金額を控除した金額（通則法１１９条１項の規定に基

づき１００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額）である。 

オ 既に納付の確定した本税額（別表１１⑫欄） ７６６２万円 

 上記金額は、平成１７年３月課税期間消費税等確定申告書に記載された差引税額と同額である。 

カ 差引納付すべき消費税額（別表１１⑬欄） ４万３２００円 

上記金額は、上記エの金額から上記オの金額を差し引いた金額であり、平成１７年３月課税期

間消費税等更正処分により原告が新たに納付すべき消費税額である。 

キ 地方消費税の課税標準となる消費税額（別表１１⑭欄） ７６６６万３２００円 

上記金額は、地方税法７２条の７７第２号及び同法７２条の８２の規定に基づき、上記エの金

額と同額である。 

なお、譲渡割の賦課徴収については、当分の間、国が、消費税の賦課徴収の例により、消費税

の賦課徴収と併せて行うものとされている（地方税法附則９条の４第１項）。 

ク 譲渡割額の納税額（別表１１⑮欄） １９１６万５８００円 

上記金額は、地方税法７２条の８３に基づき、上記キの金額に税率１００分の２５を乗じて算

出した金額である。 

ケ 既に納付の確定した譲渡割額（別表１１⑯欄） １９１５万５０００円 

 上記金額は、平成１７年３月課税期間消費税等確定申告書に記載された譲渡割額の納税額と同

額である。 
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コ 差引納付すべき譲渡割額（別表１１⑰欄） １万０８００円 

上記金額は、上記クの金額から上記ケの金額を差し引いた金額であり、平成１７年３月課税期

間消費税等更正処分により原告が新たに納付すべき譲渡割額である。 

サ 納付すべき消費税等の合計額（別表１１⑱欄） ５万４０００円 

上記金額は、上記カの金額と上記コの金額の合計額であり、平成１７年３月課税期間更正処分

により原告が新たに納付すべき消費税額と譲渡割額の合計額である。 

(2) 平成１８年３月課税期間 

ア 課税標準額（別表１１①欄） ２４億１３６３万１０００円 

上記金額は、平成１８年３月課税期間消費税等確定申告書に記載された課税標準額と同額であ

る。 

イ 課税標準額に対する消費税額 ９６５２万７９９９円 

上記金額は、平成１８年３月課税期間消費税等確定申告書に記載された課税標準額に対する消

費税額と同額である。 

ウ 控除対象仕入税額（別表１１③欄） ６７１万５８１６円 

 上記金額は、次の(ア)の金額に(イ)の割合を乗じて算出した金額である。 

(ア) 課税仕入れに係る消費税額のうち課税売上げと非課税売上げに共通して要するもの（別表

１１⑩欄） １億１３７７万０９３２円 

 上記金額は、消費税法３０条２項及び同条６項に規定する課税売上割合が１００分の９５に

満たないときにおける課税仕入れ等の税額のうち、課税売上げ（課税資産の譲渡等）と非課税

売上げ（その他の資産の譲渡等）に共通して要する税額の合計額であり、平成１８年３月課税

期間消費税等確定申告書に記載された金額と同額である。 

(イ) 課税売上割合（別表１１⑧欄） ５．９０２９２８３７４パーセント 

上記割合は、消費税法３０条２項及び同条６項に規定する課税売上割合であり、次のａの金

額をｂの金額で除して算出したものである。 

ａ 課税資産の譲渡等の対価の額（別表１１④欄） ２４億１３６３万１９０７円 

上記金額は、課税資産の譲渡等（消費税法２条１項９号）の対価の額であり、平成１８年

３月課税期間消費税等確定申告書（同付表２④欄）に記載された金額と同額である。 

ｂ 資産の譲渡等の対価の額（別表１１⑤欄） ４０８億８８７２万０８８９円 

上記金額は、資産の譲渡等（消費税法２条１項８号）の対価の額であり、次の(a)及び(b)

の金額の合計額である。 

(a) 申告額（別表１１⑥欄） ４０５億１５５１万６９９１円 

上記金額は、平成１８年３月課税期間消費税等確定申告書（同付表２⑦欄）に記載され

た資産の譲渡等の対価の額と同額である。 

(b) 受取利息の計上もれ（別表１１⑦欄） ３億７３２０万３８９８円 

上記金額は、原告が、本件収益配当金の合計額７億６４７９万１５９１円（別表４①及

び②の平成１８年３月期計欄の合計額）のうち、「買入金銭債権償還額」であるとして、

資産の譲渡等の対価の額に含めなかった金額である。 

 しかしながら、当該金額は、資産の譲渡等の対価の額に含まれるものである。 

エ 差引税額（別表１１⑪欄） ８９８１万２１００円 

上記金額は、上記イの金額から上記ウの金額を控除した金額（通則法１１９条１項の規定に基
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づき１００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額）である。 

オ 既に納付の確定した本税額（別表１１⑫欄） ８９７５万０３００円 

 上記金額は、平成１８年３月課税期間消費税等確定申告書に記載された差引税額と同額である。 

カ 差引納付すべき消費税額（別表１１⑬欄） ６万１８００円 

上記金額は、上記エの金額から上記オの金額を差し引いた金額であり、平成１８年３月課税期

間消費税等更正処分により原告が新たに納付すべき消費税額である。 

キ 地方消費税の課税標準となる消費税額（別表１１⑭欄） ８９８１万２１００円 

上記金額は、地方税法７２条の７７第２号及び同法７２条の８２の規定に基づき、上記エの金

額と同額である。 

ク 譲渡割額の納税額（別表１１⑮欄） ２２４５万３０００円 

上記金額は、地方税法７２条の８３に基づき、上記キの金額に税率１００分の２５を乗じて算

出した金額（地方税法２０条の４の２第３項に基づき１００円未満の端数金額を切り捨てた後の

金額）である。 

ケ 既に納付の確定した譲渡割額（別表１１⑯欄） ２２４３万７５００円 

上記金額は、平成１８年３月課税期間消費税等確定申告書に記載された譲渡割額の納税額と同

額である。 

コ 差引納付すべき譲渡割額（別表１１⑰欄） １万５５００円 

上記金額は、上記クの金額から上記ケの金額を差し引いた金額であり、平成１８年３月課税期

間消費税等更正処分により原告が新たに納付すべき譲渡割額である。 

サ 納付すべき消費税等の合計額（別表１１⑱欄） ７万７３００円 

 上記金額は、上記カの金額と上記コの金額の合計額であり、平成１８年３月課税期間更正処分

により原告が新たに納付すべき消費税額と譲渡割額の合計額である。 
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（別紙２） 本件各賦課決定処分の根拠 

 

１ 本件法人税各賦課決定処分の根拠 

 本件法人税各更正処分に伴って賦課される過少申告加算税の各金額は、それぞれ次に述べるとおり

である。 

(1) 平成１６年３月期 

 本件法人税各更正処分は適法であるところ、原告が平成１６年３月期法人税更正処分により新た

に納付すべき法人税額の計算の基礎となった事実のうち、これらが平成１６年３月期法人税更正処

分前における税額の計算の基礎とされていなかったことについては、いずれも通則法６５条４項に

いう「正当な理由」があるとは認められない。 

 したがって、原告に課されるべき過少申告加算税の額は、通則法６５条１項の規定により、別紙

１(1)キの差引納付すべき法人税額１億１１９３万円（通則法１１８条３項の規定により１万円未

満の端数を切り捨てた後の金額。別表１０の⑫欄）に１００分の１０の割合を乗じて計算した１１

１９万３０００円（別表１０⑬欄）となる。 

(2) 平成１７年３月期 

 本件法人税各更正処分は適法であるところ、原告が平成１７年３月期法人税更正処分により新た

に納付すべき法人税額の計算の基礎となった事実のうち、益金の額に算入される一括評価金銭債権

に係る貸倒引当金の繰入額１１２万８５５１円（別紙１(2)ア(イ)ｄ）を除き、通則法６５条４項

にいう「正当な理由」があるとは認められない（過少申告加算税等通達第１の１(2)参照）。 

 したがって、原告に課されるべき過少申告加算税の額は、通則法６５条１項及び同条４項の規定

により、別紙１(2)キの差引納付すべき法人税額から、正当な理由があると認められる事実に基づ

く税額として、国税通則法施行令２７条で定めるところにより計算した金額を控除した後の税額９

４３６万円（通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後の金額。別表１０

⑫欄）に１００分の１０の割合を乗じて計算した９４３万６０００円（別表１０⑬欄）となる。 

(3) 平成１８年３月期 

 本件法人税各更正処分は適法であるところ、原告が平成１８年３月期法人税更正処分により新た

に納付すべき法人税額の計算の基礎となった事実のうち、益金の額に算入される一括評価金銭債権

に係る貸倒引当金の繰入額１３８万５３１６円（別紙１(3)ア(イ)ｃ）を除き、通則法６５条４項

にいう「正当な理由」があるとは認められない（過少申告加算税等通達第１の１(2)参照）。 

 したがって、原告に課されるべき過少申告加算税の額は、通則法６５条１項及び同条４項の規定

により、別紙１(3)キの差引納付すべき法人税額から、正当な理由があると認められる事実に基づ

く税額として、国税通則法施行令２７条で定めるところにより計算した金額を控除した後の税額１

億０３４８万円（通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後の金額。別表

１０⑫欄）に１００分の１０の割合を乗じて計算した１０３４万８０００円（別表１０⑬欄）とな

る。 

２ 本件消費税等各賦課決定処分の根拠 

 本件消費税等各更正処分に伴って賦課される過少申告加算税の各金額は、それぞれ次に述べるとお

りである。 

(1) 平成１７年３月課税期間 

 本件消費税等各更正処分は適法であるところ、原告が平成１７年３月課税期間消費税等更正処分
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により新たに納付すべき消費税等の合計額の計算の基礎となった事実のうち、これらが平成１７年

３月課税期間消費税等更正処分前における税額の計算の基礎とされていなかったことについては、

いずれも通則法６５条４項にいう「正当な理由」があるとは認められない。 

 したがって、原告に課されるべき過少申告加算税の額は、通則法６５条１項、地方税法附則９条

の４第２項及び同附則９条の９の規定により納付すべき消費税等の合計額５万円（通則法１１８条

３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後の金額）に１００分の１０の割合を乗じて計算

した５０００円となる。 

(2) 平成１８年３月課税期間 

 本件消費税等各更正処分は適法であるところ、原告が平成１８年３月課税期間消費税等更正処分

により新たに納付すべき消費税等の合計額の計算の基礎となった事実のうち、これらが平成１８年

３月課税期間消費税等更正処分前における税額の計算の基礎とされていなかったことについては、

いずれも通則法６５条４項にいう「正当な理由」があるとは認められない。 

 したがって、原告に課されるべき過少申告加算税の額は、通則法６５条１項、地方税法附則９条

の４第２項及び同附則９条の９の規定により納付すべき消費税等の合計額７万円（通則法１１８条

３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後の金額）に１００分の１０の割合を乗じて計算

した７０００円となる。 
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別表１－１ 平成１６年３月期の法人税に係る経緯 

（単位：円） 

区分 年月日 所得金額 納付すべき法人税額 過少申告加算税 

確 定 申 告 16･６･30 3,983,357,768 971,761,200 －

更 正 処 分 19･７･31 4,356,489,197 1,083,700,800 11,193,000

異議申立て － 

同 上 決 定 － 
（直接審査請求） 

審 査 請 求 19･９･27 4,018,701,994 982,364,400 1,060,000

同 上 裁 決 22･６･９ （棄却） 

 

別表１－２ 平成１７年３月期の法人税に係る経緯 

（単位：円） 

区分 年月日 所得金額 納付すべき法人税額 過少申告加算税 

確 定 申 告 17･６･30 7,994,903,277 2,378,505,000 －

更 正 処 分 19･７･31 8,310,597,325 2,473,213,200 9,436,000

異議申立て － 

同 上 決 定 － 
（直接審査請求） 

審 査 請 求 19･９･27 7,994,903,277 2,378,505,000 0

同 上 裁 決 22･６･９ （棄却） 

 

別表１－３ 平成１８年３月期の法人税に係る経緯 

（単位：円） 

区分 年月日 所得金額 納付すべき法人税額 過少申告加算税 

確 定 申 告 18･６･30 9,152,332,037 2,696,548,500 －

更 正 処 分 19･７･31 9,501,204,222 2,800,445,100 10,348,000

異議申立て － 

同 上 決 定 － 
（直接審査請求） 

審 査 請 求 19･９･27 9,152,332,037 2,696,548,500 0

同 上 裁 決 22･６･９ （棄却） 
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別表２－１ 平成１７年３月課税期間の消費税等に係る経緯 

（単位：円） 

区分 年月日 課税標準額 
納付すべき 

消費税額 

納付すべき 

地方消費税額

納付すべき 

消費税等の額 

過少申告

加算税 

確 定 申 告 17･５･31 2,046,022,000 76,620,000 19,155,000 95,775,000 －

更 正 処 分 19･７･31 2,046,022,000 76,663,200 19,165,800 95,829,000 5,000

異議申立て 19･９･27 2,046,022,000 76,620,000 19,155,000 95,775,000 0

審 査 請 求 19･11･16 （合意によるみなす審査請求） 

同 上 裁 決 22･６･９ （棄却） 

 

別表２－２ 平成１８年３月課税期間の消費税等に係る経緯 

（単位：円） 

区分 年月日 課税標準額 
納付すべき 

消費税額 

納付すべき 

地方消費税額

納付すべき 

消費税等の額 

過少申告

加算税 

確 定 申 告 18･５･31 2,413,631,000 89,750,300 22,437,500 112,187,800 －

更 正 処 分 19･７･31 2,413,631,000 89,812,100 22,453,000 112,265,100 7,000

異議申立て 19･９･27 2,413,631,000 89,750,300 22,437,500 112,187,800 0

審 査 請 求 19･11･16 （合意によるみなす審査請求） 

同 上 裁 決 22･６･９ （棄却） 
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別表３－１～１１ 省略 


